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高根沢町地域防災計画（改定案）に係る 

パブリックコメント結果について 

 

１. 結果 

○実施期間 ： 令和２年６月１日（月）～令和２年６月 30日（火） 

○公表方法 ： 町地域安全課、図書館３館及びホームページでの閲覧 

○集  計 ： 提出された意見 － １名（11 件） 
        （※意見は要約しています。） 

 

２. 意見の概要と町の考え方 

No. 意見の概要 町の考え方 

１ 

 

 

 

 

 

 

目次について 

町が「要配慮者」「(避難行動)要支援者」

の対象者を誰にしているのかが分かり

にくいので、用語の定義を明記してほし

い。 

目次に用語の定義を明記させていただ

きますが、災害対策基本法（平成 25年 6

月一部改正）に準じています。 

【修正箇所１に記載】 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体について 

・全体を通し、園児の記載が削除されて

いる。要配慮者に含まれるとの理解でよ

いのか。また、園児に対する防災教育は、

今後どのように、町は支援するのか。 

 

 

今回の改定では、上位計画との整合性を

踏まえて修正したため、全体的に園児に

ついての内容を削除しました。意見に係

る内容については、第 2 部震災対策編 

第 1章震災予防 第 4節避難行動要支援

者対策 町等の役割 第 2-1（3）⑤幼児

対策に記載しております。 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体について 

「実施する 体制の整備に努める」とい

う文言が各所に見受けられる。 

非常食や設備などの整備状況資料編に

記されているが、整備状況がリアルタイ

ムで分かるように、町のホームページ上

で公開するなど、町民がいつでも簡単に

確認できるようにしてほしい。 

町ホームページには、防災拠点備蓄品の

状況として一部の備蓄品を載せていま

すが、頂いた意見を踏まえ検討してまい

ります。 
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No. 意見の概要 町の考え方 

 

４ 

 

 

 

全体について 

指定道路、指定河川の場所を資料編で図

示するか、該当資料の参照場所(ホーム

ページなど)を明示してほしい。 

ご意見を踏まえ、該当資料の参照場所を

明示し、案を修正します。 

【修正箇所２に記載】 

【修正箇所３に記載】 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 部 震災対策編 

第 1 章 震災予防 

第 16 節 防災拠点等の整備 

町等の役割 第 1 防災（災害対策）活動

拠点の整備について 

「1 町災害対策本部 災害対策活動の

第一線の拠点となる町庁舎～」との記載

があるが、町庁舎は石末の本庁舎と考え

てよいか。石末の町庁舎は築年数が経過

しており、現状で大地震が発生した場合

に損傷の恐れがあると考えられるため、

町民広場の町庁舎も含め、災害対策本部

の設置を考えているか。災害対策本部の

候補地を、優先順位を含め記載してほし

い。 

第 2部震災対策編 第 2章震災応急対策 

第 1節活動体制の確立 町等の役割 第

1-2第 3配備体制に記載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 震災応急対策 第 1 節 活動体

制の確立 

「各段階における業務の内容（高根沢町

業務継続計画ＢＣＰを参照）」とあるが、

「高根沢町業務継続計画ＢＣＰ」は公表

されているか。公表されていないのであ

れば、その旨記載してほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

町では、災害発生直後の業務立ち上げ時

間の短縮や発生直後の業務レベルの向

上を目的として平成 30 年 1 月に高根沢

町業務継続計画（以下「ＢＣＰ」といい

ます。）を策定しましたが、内部計画との

位置づけであることからＢＣＰの公表

はしておりません。 

「各段階における業務の内容（高根沢町

業務継続計画ＢＣＰを参照）」との表記

は、「各課等においてはＢＣＰを参照す

ること」との内部向けの注意書きである

ため、ご意見を踏まえ、誤解が生じない

よう、よりわかりすい表記に案を修正し

ます。【修正箇所４に記載】 
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No. 意見の概要 町の考え方 

７ 

 

 

 

 

 

 

第 2 部 震災対策編 

第 2 章 震災応急対策 第 1 節 活動体

制の確立 

災害対策配備体制について 

図をページの途中で分けずに、①ページ

内に収めるよう配置してほしい。 

今回のパブリックコメントで公表して

いる防災計画では、見え消しになってい

る箇所及び赤字で追加した箇所が混在

しているため、ご意見いただいた箇所を

含め、最終的に計画内の表（図）は分割

されないように調整します。 

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 部震災対策編 第 2 章 震災応急

対策 第 7 節地盤災害予防対策 

・「住民の役割 第 1 異常発見時の通報  

急傾斜地の崩壊兆候を発見した場合に

は、町又は警察に通報するものとする。」

とあるが、町の連絡先、連絡方法(担当部

署や電話番号、メールなど)を記載して

ほしい。 

・ハザードマップにも連絡先を記載して

ほしい。 

・ご意見を踏まえ、担当課及び電話番号

を記載し、案を修正します。 

・ハザードマップについては、今年度、

改定するため、ご意見を踏まえて検討し

てまいります。【修正箇所５に記載】 

 

 

 

 

 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 部震災対策編 第 2 章 震災応急

対策 

第 8 節 治水・山地災害対策 

・「住民の役割 第 1 異常発見時の通報 

堤防決壊や山腹崩壊兆候を発見した場

合には、町又は警察に通報するものと 

する。」とあるが、町の連絡先、連絡方法

(担当部署や電話番号、、メールなど)を

記載してほしい。 

・ハザードマップにも連絡先を記載して

ほしい。 

・ご意見を踏まえ、担当課及び電話番号

を記載し、案を修正します。 

・ハザードマップについては、今年度、

改定するため、ご意見を踏まえて検討し

てまいります。【修正箇所６に記載】 

 

 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 風水害等応急対策 

第 8 節 避難対策 

第 4 避難所の開設､運営 

・風水害の場合、事前に避難することが

最重要と考えられる。しかしながら、本

計画では、どのタイミングで避難所が開

設されるのかが分かりにくい。 

 

 

・避難所は、原則、町が避難情報を発令

する前の段階で開設することとなりま

す。開設時期を明確にしてしまうこと

で、開設の準備ができていない段階で、

避難してくる等の混乱が生じる可能性

があるため、計画に記載はしませんが、 

避難情報の発令の基準について記載し

案を修正します。 
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No. 意見の概要 町の考え方 

・土砂災害の場合、町内で災害が発生す

る可能性のある地域は限定されるため、

避難のタイミング、避難所のカギを開け

る人、避難対象者など具体的に決まって

おり、公表できるのであれば、事前に公

表してほしい。 

・土砂災害発生の恐れがある場合には、

かなり早い時間から避難を開始するこ

ともあると考えられる。また、対象者が

限られ、高齢者も多いため、学校の体育

館を避難場所としてまず開設するので

はなく、和室のある図書館や公民館など

を一時避難の施設として、優先的に開放

することを検討してほしい。 

・避難勧告等の発令基準を第 3部風水害

等対策編 第 2章応急対策 第 7節避難

対策 第 2に避難勧告等の発令基準を追

加し、案を修正しますが、災害から身を

守るためには、町が避難情報を発令する

前に住民の自主避難が重要となり、計画

にもその旨記載しています。 

なお、避難所のカギを開ける人につい

ては、内部運用上の内容なので、公表は

しません。 

土砂災害の避難対象者については、土

砂災害警戒区域に指定されている区域

にお住まいの方は、ハザードマップ等で

確認が可能であり、それ以外の情報とな

ると氏名等の個人情報になるため、公表

はしません。 

・避難所は、災害の状況に応じて順次、

開設することとなっており、ご意見の内

容についても、避難所を開設する判断材

料としております。 

【修正箇所７に記載】 

11 

資料編 27－2 災害時における各種協定

の締結先一覧 

町内の民間企業との連携(資機材の利

用、人材の活用等)についてご検討いた

だき、今後も協定締結の促進をお願いし

たい。 

高根沢町に限らず、災害時には人員及び

資源が不足することとなるため、引き続

き災害時の協定締結をより一層促進し、

災害体制の整備に努めてまいります。 

 

 

３. 意見を踏まえて修正する箇所 

 修正前 修正後 

修

正

箇

所 

 

１ 

 

 

目次の最後に追加 

 

「要配慮者」とは・・・ 

災害対策基本法（平成 25 年 6 月一部改

正）では、要配慮者とは、「高齢者、障害

者、乳幼児その他の特に配慮を要する者」

と定義されています。（第 8条 2項 15号） 

具体的な対象者は、 
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一人暮らしの高齢者及び高齢者のみの世

帯の者、介護保険における要介護・要支

援認定者、障害者、妊産婦、乳幼児、難病

患者、透析患者、外国人（日本語の理解が

十分でない者）等の災害時において特に

配慮を要する人 

 

「避難行動要支援者」とは・・・ 

要配慮者のうち、災害等が発生、発生す

る恐れのある場合に、自ら避難すること

が困難であるため、円滑かつ迅速な避難

の確保などの支援を要する人 

具体的な対象者は、 

①介護保険要介護認定者のうち支援が必

要な方 

②ひとり暮らし・高齢世帯のうち支援が

必要な方 

③身体障害者（１・２級）のうち支援が必

要な方 

④知的障害者（Ａ）のうち支援が必要な

方 

⑤精神障害者（１級）のうち支援が必要

な方 

⑥その他災害時の支援が必要と認められ

る方 

 

 

２ 

 

 

 

 

第 2部 震災対策編 第 1章 震災予防 

第 15節 緊急輸送体制の整備 

に参照場所を追加 

 

平成８年度に栃木県が指定し、平成 29 

年度に見直しを行った本町内における緊

急輸送道路は、国道４号、国道４０８号、

県道１０号線、県道１０１号線及び県道 

６１号線である。 

 

 

 

 

 

平成８年度に栃木県が指定し、平成 29 

年度に見直しを行った本町内における緊

急輸送道路は、国道４号、国道４０８号、

県道１０号線、県道１０１号線及び県道 

６１号線である。【参照】国土交通省道 

路防災情報 
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３ 
水防法、気象業務法に基づき、国土交 

通大臣が定める河川について、国土交通

省関東地方整備局と気象庁予報部とが

共同し、また知事が定める河川につい

て、栃木県河川課と宇都宮地方気象台と

が共同し、洪水のおそれがある状況を水

位・流量等とともに発表する。 

 

 

水防法、気象業務法に基づき、国土交 

通大臣が定める河川について、国土交通

省関東地方整備局と気象庁予報部とが

共同し、また知事が定める河川につい

て、栃木県河川課と宇都宮地方気象台と

が共同し、洪水のおそれがある状況を水

位・流量等とともに発表する。 

【参照】とちぎリアルタイム雨量河川水

位観測情報 

 

 

４  

第２部震災対策編 第 2 章 震災応急対

策 第 1 節 活動体制の確立 

 

各段階における業務の内容（高根沢町業

務継続計画ＢＣＰを参照） 

 

 

 

 

 

 

各段階における業務の内容（各課等にお

いては、高根沢町業務継続計画ＢＣＰを

参照とすること。） 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

第２部震災対策編 第 2 章 震災応急対

策 第 7 節 地盤災害予防対策 

 

急傾斜地の崩壊兆候を発見した場合に

は、町又は警察に通報するものとする。 

 

 

 

 

 

 

急傾斜地の崩壊兆候を発見した場合に

は、町地域安全課（℡028－675－8110） 

又はさくら警察署（℡028－682－0110）

に通報するものとする。 

 

６ 
第２部震災対策編 第 2 章 震災応急対

策 第 8 節 治水・山地災害対策 

 

堤防決壊や山腹崩壊兆候を発見した場合

には、町又は警察に通報するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

堤防決壊や山腹崩壊兆候を発見した場合

には、町地域安全課（℡028－675－8110） 

又はさくら警察署（℡028－682－0110）

に通報するものとする。 

 

 

７ 

 

 

第３部風水害等対策編 第 2 章 風水害

等応急対策 第 7節 避難対策  
7ページ、8ページを参照 
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３ 避難勧告等の発令基準 

（１）避難勧告等の発令基準（鬼怒川・五行川） 

   避難勧告等は、以下の基準を参考に、浸水が想定される区域を対象に発令する。 

ただし、この基準はあくまでも目安として定めるものであり、発令のタイミングに

ついては、避難に要する時間を十分に考慮して指定河川洪水予報、降雨量の実績、

今後の降雨予想、河川巡視、上流域の降雨状況や降雨予測等からの情報を含めて総

合的に判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発 令 内 容 判 断 基 準 

避難準備・高齢

者等避難開始 

・鬼怒川、五行川において指定河川洪水予報「はん濫注意情報」が

発表されたとき。 

・鬼怒川、五行川において基準水位観測所における水位がはん濫注意

水位（警戒水位）に達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき。 

避 難 勧 告 

・鬼怒川、五行川において指定河川洪水予報「はん濫警戒情報」が

発表されたとき。 

・鬼怒川、五行川において基準水位観測所における水位がはん濫危

険水位（危険水位）に到達することが見込まれる場合、あるいは

避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき。 

避 難 指 示 

（緊急） 

・鬼怒川、五行川において指定河川洪水予報「はん濫危険情報」が

発表されたとき。 

・鬼怒川、五行川において基準水位観測所における水位がはん濫危

険水位（危険水位）に達したとき。 
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（２）土砂災害に係る避難勧告等の発令基準  

避難勧告等は、以下の基準を参考に、土砂災害警戒区域等に対し発令する。 

ただし、この基準はあくまで目安として定めるものであり、発令のタイミングについて

は、避難に要する時間を十分に考慮して、気象情報、土砂災害警戒区域等の巡視等の情報

を含めて総合的に判断する。 

 

 

発令内容 発令基準 

避難準備・高齢

者等避難指示 

・土砂災害警戒情報が発表されたとき。 

・土砂災害の前兆現象があったとき。 

（湧水・地下水の濁り、水量の変化、小石が斜面から落ち出す、斜面

の湧水・表面流の発生、腐った土の臭い等） 

避 難 勧 告 

・土砂災害警戒情報が発表され、引き続き降雨が見込まれるとき。 

・土砂災害の前兆現象があったとき。（斜面の亀裂・はらみ、擁壁・道路

等にクラック発生等） 

避 難 指 示 

（緊急） 

・土砂災害が発生したとき。 

・土砂移動現象、前兆現象（山鳴り、流木の流出、斜面崩壊、沢水の水

位低下等）が発見されたとき。 


